
 
 

地方財政の充実・強化を求める意見書 

 

 地方公共団体は，物価高や社会保障関係費の一層の増加に加え，人口減少対策，地方創生の

推進，こども・子育て政策の強化，頻発する自然災害への対応など，様々な政策課題に対応し

なければならず，加えて，地方公務員をはじめとした地域公共サービスを担う人員は慢性的に

不足している。 

 このような中，令和６年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」

において，令和７年度から令和９年度までの３年間，一般財源の総額について，令和６年度の

水準を下回らないよう実質的に同水準を確保するとしているが，増大する行政需要，不足する

人員体制に鑑みれば，今後はより積極的な財源確保が不可欠である。 

 よって，国におかれては，令和８年度の政府予算と地方財政の検討に当たり，次のとおり措

置されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 人件費の増加や物価高に対応するための所要の一般財源の増額確保はもとより，社会保障，

人口減少対策，地域経済活性化・雇用対策，人づくり，災害対策，インフラ老朽化対策，デ

ジタル化の推進，地域交通対策，脱炭素化対策など，増大する地方公共団体の財政需要を的

確に把握し，これに見合う地方一般財源総額の増額確保を図ること。 

２ 子育て施策の充実，地域医療の確保，介護，生活困窮者自立支援など，社会保障経費がそ

の他の一般行政経費を圧迫することがないよう，地方単独事業分も含めた，十分な拡充を図

ること。 

３  地方創生の実現に向け，「新しい地方経済・生活環境創生交付金」及び地方交付税におけ

る「地方創生推進費」を来年度以降も継続し，拡充すること。 

４ 地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化を図り，小規模自治体に配慮した段階補

正の強化などの対策を講じること。 

  地方財政の財源不足については，臨時財政対策債等による特別の対策ではなく，法定率の

引上げをはじめ，抜本的な措置を講じること。 

５ 地方税財源の充実・確保に向けて，税源の偏在性が小さく，税収が安定的な地方税体系の

構築に努めること。 

 
 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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